
令和７年(2025年)６月 

教育子育て委員協議会資料 

学校教育部 放課後子ども課 

案 件 

総合型放課後事業の取組について 

１．政策等の背景・目的及び効果 

令和５年度（2023年度）より、児童の放課後の安全な居場所づくりと子育てしやすい環境の整

備として、留守家庭児童会室と放課後オープンスクエアの運営を一体とした「総合型放課後事

業」を実施しています。総合型放課後事業が始まって２年が経過し、事業の改善に向けて様々な

意見をいただいています。 

令和７年（2025年）３月に策定した「枚方市児童の放課後を豊かにする行動計画」では、子ど

もが心身ともに豊かに成長するために必要な「時間」「空間」「仲間」を確保し、安全な小学校

を拠点に豊かな放課後を創出することを基本理念とし、国の児童の放課後対策の考え方や「こど
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もの居場所づくりに関する指針」等を踏まえ、すべての児童の居場所づくりと子育てしやすい環

境の整備を２つの柱に掲げ、放課後の課題解決に向けた具体的な施策や目標を示しており、今般、

令和７年度（2025年度）に新たに試行実施する事業および拡充する事業について報告するもので

す。 

 

２．内容 

(１)保護者ニーズに合った事業の充実 

  小学校入学を境に就学前に比べて子どもを預ける環境が整いにくくなり、保護者にとって子

育てと仕事の両立が困難となっている傾向が見受けられることから、保護者ニーズに合った事

業の充実を図ります。 

①留守家庭児童会室の開室日の拡充（拡充事業） 

   土曜日の総合型放課後事業については、令和７年度（2025年度）は試行実施として保護者の

就労支援の観点から、留守家庭児童会室を利用者の希望に応じて開室し、利用実態を検証の上、

今後の土曜日の総合型放課後事業の方針を定めます。 
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   ア．実施方法等 

対  象 留守家庭児童会室利用児童 

実施方法 

１週間前までに利用申し込みを行うことで、留守家庭児童会室を土曜

日の８時から18時まで開室する。 

職員配置については、留守家庭児童会室と同様の配置基準とする。 

※放課後オープンスクエアは、これまでどおり９時から17時（冬季は

16時半）まで実施。（参考資料 土曜日開室イメージ図） 

保育料等 今回の開室日拡充に伴う月額保育料の変更は行わない。 

 

イ．実施時期 

   令和７年（2025年）７月（令和７年（2025年）６月初旬から保護者に周知） 

 

ウ．事業費・財源 

≪令和７年度（2025年度）事業費≫ １６,２８０千円 

支出内訳 ： 委託料 １１,０００千円 人件費 ５,２８０千円 

 

≪財源≫ 一般財源 １６,２８０千円  
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②三季休業期昼食サービスの全校実施に向けた試行的な取り組み（新規事業） 

   保護者の負担軽減等を目的とし、令和６年度（2024年度）に試行実施したシステム活用

等のノウハウを生かしながら、昼食を選択できる事業者の登録を募集し、弁当事業者の拡

大を図ることで、全校実施に向けた取り組みを進めます。 

   ア．実施方法 

市に登録された昼食提供事業者に保護者が児童の昼食を発注し、登録事業者が昼食の製造 

及び配送等のサービスの提供を行う。なお、昼食代金は実費分として保護者が負担し、シス

テム等を活用し、登録事業者に支払う。 

 

イ．実施時期等（今後のスケジュール） 

登録事業者募集：令和７年（2025年）５月 市ホームページにて募集開始 随時受付 

  昼食提供期間：夏季休業期間（令和７年７月18日（金）～令和７年８月25日（月）） 

冬季休業期間（令和７年12月24日（水）～令和８年１月７日（水）） 

春季休業期間（令和８年３月24日（火）～令和８年４月８日（水）） 
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ウ．事業費・財源 

≪令和７年度（2025年度）事業費≫ ７４６千円 

支出内訳 ：消耗品費 ５８１千円 庁用器具費 １６５千円 

≪財源≫ 一般財源  ７４６千円 

 

（２）留守家庭児童会室の環境整備の推進 

   留守家庭児童会室においては、すべての児童が障害の有無に関わらず子ども同士が遊び等

を通してともに成長できるよう、取り組んでいるところです。障害や医療的ケアの必要な児

童への適切な配慮や環境整備を行うとともに、小学校での保育機能である留守家庭児童会室

を児童にとってより良い居場所となるよう施設の改修による環境の充実を図ります。  

①医療的ケア児受入体制整備（新規事業）  

     全国的に医療的ケア児が増加する中、医療的ケア児が心身の状況等に応じた適切な支援

を受けられるよう令和３年（2021年）６月に医療的ケア児その家族に対する支援に関する

法律が制定され、医療的ケア児への適切な支援は放課後児童健全育成事業者の「責務」で
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あると示されました。 

本市では、就学前施設において医療的ケアの必要な児童の受入れの取り組みを進めている 

ところであり、また、近年の共働き世帯の増加や働き方の多様化から、今後、医療的ケア児  

の留守家庭児童会室利用のニーズが高まることが見込まれるため、実施手法の一つとして訪問 

看護を活用した留守家庭児童会室等での受入体制整備を検討するため、ワーキンググループ

を設置し、課題や実施方法等について意見交換を行います。 

  ア．検討体制 

    児童の放課後対策検討委員会に医療的ケア児受入体制整備部会を設置し、訪問看護ステ

ーションとの意見交換の場として「医療的ケア児受入体制整備検討ワーキンググループ」

を新設します。 

   【医療的ケア児受入体制整備検討ワーキンググループ構成】 

 

  

 

（庁内関係課） 

 医療的ケア児への支援を実施している課 

（関係機関） 

 訪問看護ステーション 

意見交換 
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イ．主な検討事項 

    ・ニーズ調査 

    ・事業実施にあたっての課題の抽出 

     ・受け入れ基準、事業内容の検討 

       ・マニュアル等の整備 

②留守家庭児童会室の老朽化対策計画の策定のための体制整備（新規事業） 

    留守家庭児童会室の老朽化対策については、学校施設を最大限に活用することを基本に、

児童数や今後の利用児童数の推移等を見極め、専用棟の建て替えも含めた検討を進め、個別

の老朽化対策計画を策定します。そのため、児童の放課後対策検討委員会に施設整備部会を

設置し、個別の施設計画を検討します。 
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新設 

【児童の放課後対策検討委員会の構成図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【委員会】 委員長：学校教育部長  副委員長：総合教育部長 

委  員：関係部部長 

【幹事会】 幹事長：学校教育部次長 副幹事長：総合教育部次長 

          幹  事：関係課課長 

【施設整備部会】 

構成員：学校施設等関係課長 

【医療的ケア児受入体制整備部会】 

構成員：医療的ケア児支援関係課長 

医療的ケア児受入体制整備ワーキンググループ 
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３．総合計画等における根拠・位置付け 

 総合計画 基本目標  一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち 

      施策目標15 子どもたちが健やかに育つことができるまち 

      施策目標16 子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち 

 

  SDGsとの関連 

                 
 

 

４．関係法令・条例等 

こども基本法、児童福祉法、子ども・子育て支援法、社会教育法、 

医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律、 

こども大綱、こども未来戦略方針「加速化プラン」、 

子どもを守る条例 
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参考資料 

【土曜日開室イメージ図】 

【現行】 【今後】 
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250

留守家庭児童会室利用児童の希望があれば

８時から 18 時までの開室とする。 
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